
平成30年度 令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度
（単位：百万円）

(注）1.単体自己資本比率は、信用金庫法第89条において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき算出しております。 

最近5年間の主要な経営指標の推移 
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役職員の報酬体系の開示について

組織図 

理事及び監事の氏名及び役職名 

常勤監事

監査部 経営管理部 審査部 事務部 経理証券部業務部

ALM委員会

コンプライアンス委員会

リスク管理委員会

地域密着型金融推進委員会

金融円滑化推進室

給与委員会

貸出審議会

〈常務会〉
総代会

総務企画部

１．対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の
対価として支払う「報酬」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時支払う「退職慰労金」で構成されております。
（１）報酬体系の概要
【報酬】
　非常勤を含む全役員の報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の報酬額につきましては役位や在任年数等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、監事の報酬額につきま
しては、監事会において決定しております。
【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　ａ．決定方法　ｂ．計算方法　
（２）令和4年度における対象役員に対する報酬等の支払総額  129百万円
（注）1．対象役員に該当する理事は7名、監事は1名です。
　　2．上記の内訳は、「報酬」109百万円、「退職慰労金」20百万円となっております。「退職慰労金」は当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰入した引当金を除く）当年度に繰り入れた役員退職慰労
引当金の合計額です。
（３）その他
　「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規程に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与え
るものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第22号）第2条1項3号及び6号並びに第3条1項3号及び6号に該当する
事項はありませんでした。

２．対象職員等
 当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、連結子法人の役職員であって、対象役員
が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和4年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
（注）1．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。

2．「連結子法人」とは、当金庫の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社をいいます。なお、令和4年度においては、該当する会社はありませんでした。
3．「同等額」は、令和4年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
4．令和4年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。
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理 事 長

専務理事

常務理事

常務理事

常勤理事

岡 本 　 　 守

岡 田 　 伸 一

水 間 　 幸 雄

谷 田 　 之 宏

東 海 林 和 彦

常勤理事

理 事

理 事

理 事

理 事

杉 本 　 秀 昭

高 橋 　 　 勝

小 林 　 裕 明

大 野 裕 一 郎

藤 田 　 健 慈

 

 

常勤監事

監 事

員外監事

佐 藤 　 公 俊

熊 谷 　 　 進

廣 富 　 之 緒

事業の概況  役員・組織図  

  預　　金
　預金期末残高は2,949億円となりました。流動性預金の伸びが
増加の牽引役となりました。

  当期純利益
　貸出金利息の増加等により、経常利益1,100百万円、当期純利益
793百万円といずれも前年を上回る結果となりました。

  自己資本比率
　自己資本比率は16.14％と前期比0.48ポイント上昇しました。
　金融機関の安全性を判断する指標である国内基準の4％を十分
上回っており、今後も安定した収益確保により、自己資本の充実に努
めてまいります。

監事会

理事会

理事長

常勤理事

常務理事

専務理事

（令和5年7月1日現在）

（令和5年7月1日現在）

※理事 大野裕一郎・藤田健慈は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。

賞罰委員会

衛生委員会

経営環境
　令和4年度の国内経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が緩和し、人の動きなどに持ち直しが見られた一方、
ロシアのウクライナ侵攻による原材料価格の高騰、インフレ抑制を目的とした世界各国の金融引き締め強化などの要因も
あり、懸念が拭えない状況が続いています。
　当地域におきましては、公共投資は高水準で推移したものの、人口流出や高齢化による人手不足や新規事業の停滞、
原材料・燃料価格の高騰や自然災害への対応など厳しい状況が続きました。

事業の展望と今後の課題
　令和5年度は、3か年経営計画「北星しんきん『支援力の強化と変革への挑戦』」の最終年度にあたります。
　3か年経営計画におきましては、お客さまとのリレーションシップを追求し、地域に根ざした真の協同組織金融機関として、
お客さま・地域が抱える課題の解決に尽力し、幸せづくりと地域社会全体の発展成長から地域経済の力強い回復を目指して
おります。
　地域にとって最も身近で安心して頼れる金融機関となるために、「三方よし　プラスワン（お客様・地域・信用金庫＋
職員）」をスローガンに、地域の皆様の期待に応えてまいります。

  貸出金
　貸出金期末残高は1,140億円となりました。賃貸用住宅向け貸出
金などを中心に残高が増加しております。
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